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民間投資額（兆円）

政府投資額（兆円）

就業者数（万人）

許可業者数（千業者）

建設投資のピーク
84.0兆円（４年度）
就業者数：619万人
業者数：531千業者

（兆円） （千業者、万人）

（年度）

出所：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については平成24年度まで実績、25年度・26年度は見込み、27年度は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。平成23年は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値

建設市場の動向① ： 建設投資の推移

就業者数のピーク
685万人（９年平均）

就業者数ピーク時比
▲26.28%

505万人
（26年平均）

473千業者
（26年度末）

許可業者数ピーク時比
▲21.3%

建設投資
48.5兆円

建設投資ピーク時比
▲42.3％

許可業者数のピーク
600千業者（11年度末）

○ 建設投資額はピーク時の４年度：約84兆円から22年度：約41兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転じ、
27年度は約48兆円となる見通し（ピーク時から約42％減）。

○ 建設業者数（26年度末）は約47万業者で、ピーク時（11年度末）から約21％減。
○ 建設業就業者数（26年平均）は505万人で、ピーク時（９年平均）から約26％減。
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出所：国土交通省「建設投資見通し」 （平成２７年度）

建築・住宅

（14.8兆円）

土木

（4.7兆円）

【公共 20.2兆円】

建築・住宅 （0.6兆円）

土木

（17.9兆円）
８９％

８４％

【民間 28.3兆円】

建設市場の動向② ： 建設投資の内訳

建築・非住宅 （1.7兆円）

建築・非住宅

（8.8兆円）

○ 公共工事は「土木」、民間工事は「建築」が太宗。
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出所：国土交通省「建設総合統計（年度報・平成26年度）」

建設市場の動向③ ： 地域別の建設投資の内訳
（億円）
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補正 当初

建設市場の動向④ ： 公共事業関係費（政府全体）の推移

（年度）平成

（兆円）

※本表は、予算ベースである。
※平成21年度は、平成20年度で特別会計に直入されていた 「地方道路整備臨時交付金」相当額（0.7兆円）が一般会計計上に切り替わったため、見かけ上は前年度よりも増加（＋5.0％）しているが、

この特殊要因を除けば6.4兆円（▲5.2％）である。
※平成23年度及び平成24年度については同年度に地域自主戦略交付金へ移行した額を含まない。
※平成25年度は東日本大震災復興特別会計繰入れ（356億円）及び国有林野特別会計の一般会計化に伴い計上されることとなった直轄事業負担金（29億円）を含む。また、これら及び地域自主戦略交付金

の廃止という特殊要因を考慮すれば、対前年度+182億円（+0.3％）である。
※平成23～28年度において、東日本大震災の被災地の復旧・復興や全国的な防災・減災等のための公共事業関係予算を計上しており、その額は以下の通りである。

H23一次補正：1.2兆円、H23三次補正：1.3兆円、H24当初：0.7兆円、H24一次補正：0.01兆円、H25当初：0.8兆円、H25一次補正：0.1兆円、H26当初：0.9兆円、H26補正：0.002兆円、H27当初：1.0兆円、
H28当初：0.9兆円 （平成23年度3次補正までは一般会計ベース、平成24年度当初以降は東日本大震災復興特別会計ベース。また、このほか東日本大震災復興交付金がある。）
※平成26年度については、社会資本整備事業特別会計の廃止に伴う経理上の変更分（これまで同特別会計に計上されていた地方公共団体の直轄事業負担金等を一般会計に計上）を除いた額（5.4兆円）

と、前年度（東日本大震災復興特別会計繰入れ（356億円）を除く。）を比較すると、前年度比+1,022億円（+1.9％）である。なお、消費税率引き上げの影響を除けば、ほぼ横ばいの水準である。

減額補正

（執行停止分）

社会資本整備事業特別会計の
廃止に伴う経理上の変更分
（6,167億円）を含む

（案）
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○ 近年、維持修繕工事高は増加基調（平成25年度は比率が減少するも、工事高は増加）。
○ 維持修繕工事の内訳をみると、民間工事（特に建築工事）のシェアが大きい。

建設市場の動向⑤ ： 維持修繕工事の増加
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新設工事

維持修繕工事

維持修繕工事比率
公共住宅建築

0.3兆円（2.2%）

公共非住宅建築

1.2兆円
（8.0%）

公共土木

2.4兆円
（16.3%）

公共機械装置等
0.4兆円（2.5%）

民間住宅建築

3.1兆円
（20.7%）

民間非住宅建築

4.7兆円
（31.8%）

民間土木 1.4兆円 （9.3%）

民間機械装置等 1.4兆円（9.2%）

※機械装置等：工場等における動力設備、機械装置、変動設備等

出所：国土交通省「建設工事施工統計」

民 間
10.5兆円 （約70%）

公 共
4.3兆円（約30%）

平成25年度 維持修繕工事高(14.9兆円)の内訳維持修繕工事高の推移
（元請完成工事高）
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建設市場の動向⑥ ： 住宅リフォームの市場規模

注）①「広義のリフォーム市場規模」とは、住宅着工統計上「新設住宅」に計上される増築・改築工事と、エアコンや家具等のリフォーム
に関連する耐久消費財、インテリア商品等の購入費を含めた金額を言う。

②推計した市場規模には、分譲マンションの大規模修繕等、共用部分のリフォーム、賃貸住宅所有者による賃貸住宅のリフォー
ム、外構等のエクステリア工事は含まれない。

③本市場規模は、「建築着工統計年報」（国土交通省）、「家計調査年報」（総務省）、「全国人口・世帯数・人口動態表」（総務省）等
により公益財団法人 住宅リフォーム・紛争処理支援センターが推計したものである。

出所：公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センターホームページ
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建設市場の動向⑦：将来の社会資本の維持管理・更新費の推計

※１．国土交通省所管の社会資本10分野（道路、治水、下水道、港湾、公営住宅、公園、海岸、空港、航路標識、官庁施設）の、国、地

方公共団体、地方道路公社、（独）資源機構が管理者のものを対象に、建設年度毎の施設数を調査し、過去の維持管理、更新実績
等を踏まえて推計。

※２．今後の新設、除却量は推定が困難であるため考慮していない。
※３．施設更新時の機能向上については、同等の機能で更新（但し、現行の耐震基準等への対応は含む。）するものとしている。

※４．用地費、補償費、災害復旧費は含まない。
※５．個々の社会資本で、施設の立地条件の違いによる損傷程度の差異や維持管理・更新工事での制約条件が異なる等の理由

により、維持管理・更新単価や更新時期に幅があるため、推計額は幅を持った値としている。

年度 推計結果

2013年度 約3.6兆円

2023年度
（10年後）

約4.3～5.1兆円

2033年度
（20年後）

約4.6～5.5兆円

7

○社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部会「社会資本メンテナンス戦略小委員会」で

の審議を踏まえ、国土交通省において一定の推定のもと試算した結果によると、2013年度の維持管理・

更新費は約3.6兆円、10年後は4.3～5.1兆円、20年後は4.6～5.5兆円程度になるものと推定される。



建設市場の動向⑧ ： 元請完成工事高に占める維持修繕工事の割合（公共・民間）

出所：国土交通省「建設工事施工統計調査」
※建設業許可業者から標本抽出したサンプリング調査で、両グラフの金額は元請完成工事高に基づくもの。
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出所：国土交通省「建設工事施工統計調査」（平成25年度）
※建設業許可業者（個人経営の業者を除く。）から標本抽出したサンプリング調査で、両グラフの金額は元請完成工事高に基づくもの。
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建設市場の動向⑨ ： 維持修繕工事額の状況（資本金階層別）
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建設市場の動向⑩ ： 維持修繕工事額の状況（種類別・資本金階層別）
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出所：国土交通省「建設工事施工統計調査」（平成25年度）
※建設業許可業者（個人経営の業者を除く。）から標本抽出したサンプリング調査で、両グラフの金額は元請完成工事高に基づくもの。
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○ 建設業許可業者数約47万業者のうち、平成25年度に建設工事完成工事高のある業者(※1)は23.3万業者（前年度比
6.3％増加）。そのうち、建設業専業業者（総売上高に占める建設工事完成高の比率が80％以上）は19.3万業者
（前年度比7.0％増加）。 ※建設業許可業者数は平成２７年３月末現在

スーパー(※2)５社

全国展開している大手ゼネコン（４７社）

地域を地盤とする中堅ゼネコン（約２万社）

民間工事プロパー業者
（約９万業者）

経営事項審査受審企業
（約１４万業者）

Ｈ４年度末：約１２万業者
Ｈ11年度末：約２０万業者
Ｈ26年度末：約１４万業者

公共工事元請業者
（約６．４万業者）

Ｈ４年度：約７．０万業者
Ｈ11年度：約８．６万業者
Ｈ26年度：約６．２万業者

専門工事業者
・電気設備、管工事、内装などの専門工事を担い、主に元請企業の下請けとなる業者

本業は別にあるが、本業との関連で建設業の許可を得ている業者
・製造業（機械メーカーが、機械器具設置工事を行うために取得）
・小売業（百貨店や町の電気店が、インテリア製品や家電を販売する際の付帯サービスとして内装工事や電気工事を行うために取得）

完工高のある業者
（約２３万業者）
（うち、専業業者
は約１９万業者）

Ｈ４年度：約２９万（専業２５万）業者
Ｈ11年度：約３１万（専業２６万）業者
Ｈ25年度：約２３万（専業１９万）業者

許可業者
（約４７万業者）

Ｈ４年度末：約５３万業者
Ｈ11年度末：約６０万業者
Ｈ26年度末：約４７万業者

※１：完成工事高のある業者とは、建設工事施工統計調査票に施工実績（１００万円以上)の記載があった業者
※２：完成工事高約１兆円クラス（大成・鹿島・清水・大林・竹中） （出所）許可業者数 ：国土交通省「建設業許可業者数調査」

完工高のある業者数 ：国土交通省「建設工事施工統計調査報告」
公共工事元請業者数 ：東日本建設業保証、西日本建設業保証、北海道建設業保証調べ
経営事項審査受審業者数 ：国土交通省調べ

建設業の産業構造① ： 建設業許可業者の構成

※参考
平成４年度：建設投資のピーク
平成11年度：許可業者数のピーク
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建設業の産業構造② ： 資本金階層別許可業者数の推移

出所：国土交通省「建設業許可業者数調査」

個人経営
資本金1000万円未満

資本金１億円以上 資本金1000万円以上１億円未満

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

0

40,000

80,000

120,000

160,000

200,000

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26
0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

（年度）（年度）

（年度）
（年度）

（業者） （業者）

（業者） （業者）
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32.7 34.8 38.1 41.1 

39.9 40.5 39.7 38.8 

1.1 1.1 1.1 1.2 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

11 16 21 26

個人

1000万円未満

1000万円以上１億円未満

１億円以上

50

60

70

80

90

100

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

建設業の産業構造③ ： 資本金階層別許可業者数の動向

（年度） （年度）

（指数：11年＝100）

出所：国土交通省「建設業許可業者数調査」

１億円
以上

1000万円
以上１億
円未満

1000万
円未満

個人

○ 資本金1000万円未満の階層の法人企業の減少は緩やかで、業者数全体に占める割合
も高まっている。

資本金階層別許可業者数の動向 資本金階層別許可業者数の推移
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建設業の産業構造④ ： 施工実績のある建設業者の動向

（出所）許可業者数 ：国土交通省「建設業許可業者数調査」
完工高のある業者数 ：国土交通省「建設工事施工統計調査報告」
公共工事元請業者数 ：東日本建設業保証、西日本建設業保証、北海道建設業保証調べ

許可業者数

完工高のある業者数

公共工事元請業者数

（業者）
（業者）
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10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

平11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

資本金500万円未満

500万円以上1,000万円未満

1,000万円以上5,000万円未満

5,000万円以上1億円未満

1億円以上10億円未満

10億円以上

（年度）

出所：国土交通省「建設工事施工統計調査」

①

③

④

⑤

②

⑥

①

③

④

⑤

②

⑥

建設業の産業構造⑤ ： 元請完成工事高に占める公共工事のシェアの推移

専業建設業者の元請完成工事高に占める公共工事の割合

（%）
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建設業の産業構造⑥ ： 建設業の専業業者の状況

※「専業業者」は、当該年度に建設工事の実績があって、かつ総売上高のうち建設工事完成工事高が80％以上を占める業者をいう。

出所：許可業者数は、国土交通省「建設業許可業者数調査」
専業業者数は、国土交通省「建設工事施工統計調査」

資本金階層別にみた専業建設業者の状況（平成25年度）

構成比

総数 470,639 193,606 100.0% 41.1%

個人 91,204 32,751 16.9% 35.9%

法人 379,435 160,855 83.1% 42.4%

200万円未満 8,972 2,914 1.5% 32.5%

２00万円以上500万円未満 112,793 45,683 23.6% 40.5%

５00万円以上１000万円未満 68,393 29,284 15.1% 42.8%

１千万～５千万未満 172,427 78,035 40.3% 45.3%

５千万～１億未満 11,296 3,949 2.0% 35.0%

１億～１０億未満 4,201 812 0.4% 19.3%

１０億以上 1,353 178 0.1% 13.2%

許可業者数
専業業者数 専業業者

の割合
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経営に関する状況① ： 建設業の利益率の推移

出所：財務省「法人企業統計」

販管費

経費

完
成
工
事
原
価 外注費

労務費

材料費

営業利益

（２０～３０％）
素材、半製品、材料等

（５～１５％）

直接雇用の作業員の賃
金、給与等

（４０～６０％）
下請契約支払額

（１０～２０％）
その他工事に係る経費
工事に従事した従業員の給与等

売
上
総
利
益

（１０～２０％）

役員、間接部門の給与、福利厚
生費、事務費、広報宣伝費、賃
料、償却費、租税公課等

（下請企業の労務費を含む）

その他原価

売
上
高

兼業部門の原価

※（ ）内は売上高に占める
各項目の標準的な割合

※資本金10億円以上の企業では、売上高総利益率は11%程度から12%程度に上昇。

○ 営業利益率は持ち直し 建設業の売上高総利益率、営業利益率

総
利
益
率

営
業
利
益
率

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

22.0

24.0

26.0

H2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

総利益率 総利益率（全産業）

営業利益率 営業利益率（全産業）

（％）（％）

（年度）
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大企業（資本金10億円以上）

売上高総利益率

売上高販管費率

売上高営業利益率

（年度）

(%) (%)

出所： 財務省「法人企業統計」
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23.0

H15 17 19 21 23 25

小企業（資本金１億円未満）

売上高総利益率

売上高販管費率

売上高営業利益率

（年度）
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1.0

2.0

3.0

4.0
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9.0

11.0

13.0

15.0

17.0

19.0

21.0

23.0

H2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26

中企業（資本金１億～10億円未満）

売上高総利益率

売上高販管費率

売上高営業利益率

（年度）

(%) (%)

総
利
益
率･

販
管
費
率

総
利
益
率･

販
管
費
率

総
利
益
率･

販
管
費
率

営
業
利
益
率

営
業
利
益
率

営
業
利
益
率

総利益率 ＝ （売上高 － 売上原価） ÷ 売上高
販管費率 ＝ 一般販売管理費(※) ÷ 売上高
営業利益率 ＝ （ 売上高－売上原価 － 一般販売管理費 ） ÷ 売上高

経営に関する状況② ： 企業規模別の販管費率・営業利益率

（※）一般販売管理費：役員や本社職員等の給与、福利厚生費、事務費、
広報宣伝費、賃料、償却費、租税公課 等

○ 企業規模を問わず、営業利益は改善傾向。

○ 小規模な建設業者ほど総利益率（粗利）が高い一方で、営業利益率が低くなる。
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一企業あたりの完成工事高の推移 一企業あたりの従業者数の推移

出所： 国土交通省「建設工事施工統計調査」

経営に関する状況③ ： 経営規模の推移（資本金階層別）
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建設業の経営上の課題 後継者問題を課題とする建設業者の推移

出所：国土交通省「建設業構造実態調査」
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経営に関する状況④ ： 建設業の経営上の課題

○ 工事量、利益率等は一定の改善傾向が
見られる一方、人手や後継者問題等、新
たな課題の比重が高まっている。

○ 小規模な建設業者ほど、後継者問題を
課題としている割合が高い。
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※有効回答数は、183,312社（平成26年度）、172,909社（平成23年度）、171,545社（平成26年度）
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8.5

9

2008 2010 2012 2014

(年)

社外取締役の人数別の会社数の構成比率
(監査役設置会社)

大手企業１社当たりの取締役人数の傾向

○近年、コーポレート・ガバナンスの観点から、業務

執行のための負担が重く経営状況を客観的に

把握することが困難であり、取締役の企業経営

に対する意思決定や監督を強化する等の観点

から、意思決定機能・監督機能と業務執行機能と

を分離すべきとの議論がある。

○その方策として、具体的な業務執行については、

取締役ではなく業務を執行する役員（執行役員）

が行う社内体制を導入する会社がある。

執行役員に付与される業務執行権限の内容は

様々であるが、例えば、取締役会の決議により

業務執行の権限が委譲され、報告義務等の監

理・監督を受けて業務を執行することとなる。

(人)

(年)

（出典、参考文献）
東証上場会社コーポレート・ガバナンス白書2015（株式会社東京証券取引所）
執行役員制度－導入のための理論と実務－（第四版、浜辺陽一郎、2013）

※東証上場会社全社が対象

執行役員に関する状況

経営に関する状況⑤ ： 大手企業等の役員を巡る状況

○ 大手企業における取締役人数は減少傾向にあり、2014年は7.5人。
○ 一方、具体的な業務執行は、取締役会等で委任を受けた執行役員が行う会社が増加。
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経営に関する状況⑥ : 組織変更等を巡る企業のニーズの推移
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出所： 国土交通省「建設業構造実態調査」 22

平成20年度 （191,884社）

平成23年度 （165,210社）

平成26年度 （169,999社）

有効回答数



経営に関する状況⑦ ： 建設業者関係の独占禁止法上の措置件数の推移
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※措置時期は勧告時期で判断
（無い場合は課徴金時期）

※出典「建設業とその関連業のための独占禁止法遵守の手引き」より作成 23※「措置件数」とは、独占禁止法上の勧告、審決及び課徴金等の件数をいう。



重層構造等の生産システム① ： 下請比率の推移
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○ 下請比率（下請完成工事高÷元請完成工事高）は下請構造の重層化に伴って上昇傾向に
あったが、近年では50％後半で推移。

出所：国土交通省「建設工事施工統計調査」

(年度)
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重層構造等の生産システム② ： 下請における元請への専属状況の推移

8

12

16

20

24

28

32

36

昭和59 62 平成2 5 8 11 14 17 20 23 26

特定業者への専属比率別企業数の推移

１０％未満

１０％以上３０％未満

３０％以上５０％未満

５０％以上７０％未満

７０％以上

（単位：％）
昭和59 62 平成2 5 8 11 14 17 20 23 26

１０％未満 16.8 20.3 20.0 22.4 19.0 17.5 19.4 20.0 18.7 17.3 18.7

１０％以上３０％未満 29.2 32.9 32.6 34.1 35.5 32.8 31.4 33.4 31.7 30.2 29.5

３０％以上５０％未満 19.2 20.0 19.0 18.2 17.6 19.6 20.3 19.3 19.6 20.8 20.0

５０％以上７０％未満 17.1 11.3 12.0 10.8 12.1 13.1 11.5 10.9 12.5 12.8 13.0

７０％以上 17.8 15.6 16.4 14.5 15.8 17.0 17.5 16.4 17.5 18.9 18.8

（％）

出所：国土交通省「建設業構造実態調査」

（年度）
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【機密性２】

鉄筋組立 生コン打設型枠設置 脱型

（例）鉄筋をプレハブ化、型枠をプレキャスト化することにより、型枠設置作業等をなくし施工

○効率的な工法による省力化、工期短縮（施工）

（例）各部材の規格（サイズ）を標準化し、定型部材を組み合わせて施工

クレーンで設置

脱型不要鉄筋、型枠の
高所作業なし

中詰めコン打設

©大林組

©三井住友建設

従来方法

現場打ちの効率化

ラーメン構造の高架橋の例

プレキャストの進化

重層構造等の生産システム③ ： 建設資材の工場製作化 （プレキャストの活用状況）
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重層構造等の生産システム④ ： 建設資材の工場製作化の例（プレハブ化・プレカット化）

出所）（一社）プレハブ建築協会ホームページより
注）平成26年3月末時点のプレハブ住宅供給実績（約925万戸 ）

出所：「住宅産業のニューパラダイム（案）」（H20.3月，今後の住宅
産業のあり方に関する研究会，経済産業省）より抜粋。

出典：全国木造住宅機械プレカット協会
（注）「プレカット」とは：機械プレカット加工は、木造住宅の柱や梁の

継ぎ手、仕口について、従来は墨付けにしたがって手工具で
加工していたものを機械で行う技術。
最近のプレカット機械は、CAD／CAM全自動機であり、木造
住宅の平面図や立面図等を基に加工データをCAD入力し、
その情報をCAMに転送して自動的に切削することで加工精
度の高い柱や梁、羽板材、パネル等を生産することが可能。
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プレハブ住宅着工戸数の推移

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

昭
和

3
7
年

度

3
9
年

度

4
1
年

度

4
3
年

度

4
5
年

度

4
7
年

度

4
9
年

度

5
1
年

度

5
3
年

度

5
5
年

度

5
7
年

度

5
9
年

度

6
1
年

度

6
3
年

度

平
成

２
年

度

４
年

度

６
年

度

８
年

度

1
0
年

度

1
2
年

度

1
4
年

度

1
6
年

度

1
8
年

度

2
0
年

度

2
2
年

度

2
4
年

度

プレカット工場数とプレカットのシェアの推移

内 訳 小 計

一戸建て

木質系 1,229,950

4,356,316鉄鋼系 2,975,911

コンクリート系 150,455

共
同
建
て

低層

木質系 318,330

3,268,458鉄鋼系 2,726,901

コンクリート系 223,227

中高層

木質系 4,763

1,627,251鉄鋼系 384,087

コンクリート系 1,238,401

総 累 計 9,252,025



【機密性２】

測量

発注者

OK

設計・
施工計画

施工 検査i-Construction

設計図に合わ
せ丁張り設置

検測と施工を繰
り返して整形

丁張りに合わせ
て施工

③ICT建設機械による
施工

④検査の省力化①ドローン等による３次元測量 ②３次元測量データによる
設計・施工計画

ドローン等による写真測量等によ
り、短時間で面的（高密度）な３次
元測量を実施。

３次元測量データ
（現況地形）と設計図
面との差分から、施
工量（切り土、盛り土
量）を自動算出。

３次元設計データ等により、
ICT建設機械を自動制御し、
建設現場のIoT（※）を実施。

ドローン等による３次元測
量を活用した検査等によ
り、出来形の書類が不要と
なり、検査項目が半減。

測量
設計・
施工計画

検査従来方法

測量の実施

平面図 縦断図

横断図

設計図から施工
土量を算出

施工

① ②

③

④

※IoT（Internet of Things）とは、様々なモノにセ
ンサーなどが付され、ネットワークにつながる
状態のこと。

３次元設計データ等
を通信

これまでの情報化施工
の部分的試行

・重機の日当たり
施工量約1.5倍

・作業員 約1/3

３次元
データ作成

２次元
データ作成

書類による検査

重層構造等の生産システム⑤ ：ＩＣＴ技術の全面的な活用

28



○ 労働原単位(請負工事費100万円あたりに必要な現場就業者数(人･日))は、政府土木分野で大幅に減少。

○ 建築分野では概ね横ばい（非住宅分野では増加傾向）。

重層構造等の生産システム⑥ ： 建設工事の労働原単位の推移

参考：建設投資額シェア 48% 39% 9% 52% 32% 20%

土 木 建 築

政 府 民 間 住 宅 非 住 宅

 昭和63年度 14.5人 14.8人 13.2人 11.1人 13.0人 8.8人

 平成  3年度 11.7人 12.0人 10.7人 9.2人 11.4人 7.1人

 平成  6年度 11.8人 12.0人 11.3人 11.6人 13.1人 9.1人

 平成  9年度 10.8人 10.8人 11.0人 12.3人 13.9人 10.0人

 平成12年度 9.9人 9.6人 11.4人 11.5人 12.8人 9.3人

 平成15年度 9.8人 9.2人 11.9人 11.4人 12.3人 9.6人

 平成18年度 9.8人 9.0人 12.0人 11.3人 12.3人 9.5人

 平成21年度 ※ 10.2人 9.7人 12.0人 10.9人 12.0人 9.1人

 平成23年度 ※ 9.4人 9.4人 12.5人 11.0人 10.4人 11.3人

※ 平成21、23年度の土木工事はそれぞれ平成22、24年度の数値
※ 「就業者」とは、以下12職種の合計就業者で、いわゆる技能労働者のこと。 （土木一般世話役、特殊作業員、普通作業員、軽作業員、鉄筋工、

とび工、型枠工、大工（造作）、左官、運転手（特殊）、運転手（一般）、その他の職種）
※ 上記数値は建設工事費デフレーターにより実質値としている

（計算式） 実質値での就業者の投入量 ＝ 就業者の全投入量÷（名目請負工事費総額÷建設工事費デフレーター）

出所：「建設投資見通し」（国土交通省）の平成24年度実績より算出

出所：国土交通省「建設資材・労働力需要実態調査」
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重層構造等の生産システム⑦ ： 実質的に施工に携わらない企業の介在

発注者

・・・

元請

1次下請

2次下請

3次下請

＜横浜市のマンション事案における役割(日立ハイテクノロジーズ)＞
○請け負った基礎ぐい工事の主たる部分を2次下請に請け負わせて

おり、自社では基礎ぐい工事の進捗管理や安全管理のほか、くい
製造会社に対する納期の確認指示等を行っていた。

○くい工事に関する施工計画書の作成、工程管理、出来形・品質
管理、完成検査等は行っていなかった。施工計画書については
2次下請が作成したものをほぼそのまま元請に提出していた。

○本ぐいの支持層への到達の判断は特段行っていなかった。

＜一般的な役割＞
○建設資材の販売代理店的役割を担っている

○資材の納入管理等の管理業務は行うものの、実質的に施工に携
わらない

＜問題点＞
○施工上の役割・責任が不明確 ○円滑な連絡・情報共有への支障
○工事の品質低下 ○価格への影響 等
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発注者側の設計図面不備・不

明確、設計積算ミス, 16.4%

追加・変更契約の締結を

拒否, 13.8%

請負代金の不払い, 
11.4%

発注者による理不尽な要

求・地位の不当利用, 
9.4%

代金支払の遅延, 8.4%
工事着手後に契約, 7.0%

工期が極めて短期間, 
5.8%

見積を全く考慮

されなかった, 4.6%

指値による契約, 4.2%

消費税転嫁, 2.0%

その他, 16.8%

発注者による不適正な取引の内容

発注者の内訳

重層構造等の生産システム⑧ ： 発注者による元請負人へのしわ寄せ

公共機関又は準ずる機関
37.3% 民間企業 42.2% 個人 11.4% 不明 9.0%

出所：国土交通省「下請取引等実態調査」（平成27年度）31



19.9%

11.0%

21.4%

28.8%

11.0%
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② ③ ④ ⑤ ⑥

重層構造等の生産システム⑨ ： 元請負人による下請負人へのしわ寄せ

出所：国土交通省「下請取引等実態調査」（平成27年度）

下請契約の締結時
における指値発注

極めて短い不適切
な工期の設定

書面による
契約の不存在

工事着工後の
下請契約の締結

追加・変更契約
の締結拒否
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重層構造等の生産システム⑩ ：
集合住宅建築工事に係る施工体制の事例【所在地：埼玉県、戸数：200戸】
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重層構造等の生産システム⑪ ： 重層下請構造の改善のための調査

重層化発生要因分析調査
H27年度調査を踏まえ、下請次数が標準的な次数と大きく
異なる工事を抽出し、個々の工事現場について、各下請
契約の内容や、重層化に伴い懸念される問題の発生状況
を調査。下請構造が重層化する要因等を分析。

重層下請構造実態調査
工種・規模・地域別に施工体制を調査
し、分類ごと比較。一般的な下請構造
や、重層化しやすい工種・規模・地域を
調査。

３．調査の流れ

１．現状・課題

○ 建設投資の急激な減少に伴う市場
規模縮小による競争激化

○ 外注によるコスト削減等による重層
下請の過度な進行

○ 将来にわたる社会資本の品質確保と適切な機能維持を図るためには、建設業の将来を担う若者の入職・定着を促し、人材を
確保することが最重要課題。

○ 労働力人口が総じて減少する中、我が国の経済発展に資する社会資本の効果的な整備を図るため、人材確保と並ぶ対策の柱
として、生産性向上を推進することが不可欠。

○ 行き過ぎた重層化の回避を生産性向上の柱の一つに位置付け、官民で対策を開始。日本建設業連合会において、会員企業に
よる下請次数目標の設定など、先駆的な取組がスタート。また、一部の地方公共団体では、自らの発注工事について下請次数
を一定までに制限するなどの取組を実施。

○ 重層下請構造の実態を把握し、下請構造が過度に重層化する要因を分析することにより、不要な下請契約の回避に資する
施策を検討し、建設生産システム全体の生産性向上及び下請へのしわ寄せの抑制等を図る。

２．目的

○ 一般的な下請構造の実態
○ 重層化しやすい工種等の

傾向

（ H27実施中内容）

○ 建設生産の内容の高度化による専門化・
分業化の進展

○ 受注産業の特性としての業務量の増減
及び繁閑の発生への対応

○ 間接経費の増加による生産性の低下
○ 下請企業・技能労働者へのしわ寄せ
○ 指揮命令系統の煩雑化による品質・

安全性の低下

○ 下請構造が重層化する要因
○ 重層化に伴う弊害と関係性の高い要素
○ 下請次数が少ない工事の特徴

重層化に伴う弊害の回避のための施策検討
下請企業の能力評価など、監理能力・施工
能力を有する企業を下請先として選択できる
ような施策等を検討。

○ 建設生産システムの生産性向上
○ 下請企業の経営環境や技能

労働者の就労環境の改善 34



重層構造等の生産システム⑫ ： 調査手法の概要

○施工体制台帳、施工体系図、作業員名簿等をインターネット上で電子的に 作成・提出・管理するためのシステ
ムサービスが提供されている。

○当該サービスを通じて蓄積された様々なデータを統計的に整理・分析を行う。
○調査対象工事は、2012年4月から2015年3月末までに工期末を迎えた工事とする。

＜サービスにより蓄積されているデータ＞
建設工事データ：工事内容、工期日数、現場住所、元請会社の監理（主任）技術者の資格内容、下請企業の担当工事内容、下請編成の内容等
企業データ ：元請企業・下請企業の建設業許可業種 等
作業員データ ：建設作業員の保有資格等

＜サービスにより蓄積されているデータ＞
建設工事データ：工事内容、工期日数、現場住所、元請会社の監理（主任）技術者の資格内容、下請企業の担当工事内容、下請編成の内容等
企業データ ：元請企業・下請企業の建設業許可業種 等
作業員データ ：建設作業員の保有資格等

システムサービスの概要

（施工体系図）

（作業員名簿）

元請会社A

現場

元請会社B

現場

元請会社C

現場

専門工事会社 専門工事会社

個人事業主 個人事業主

インターネット

・・・

データ閲覧
（書類の確認・指導）

データ登録
（書類の作成）

（施工体制台帳）

全国約200,000社の専門工事会社のデータが登録済み、約10,000件の建設工事現場が利用中全国約200,000社の専門工事会社のデータが登録済み、約10,000件の建設工事現場が利用中 35



重層構造等の生産システム⑬ ：下請次数の分布（全体）

下請
次数

下請企業の
下請次数の分布

1次 1次： 178,074社

2次 2次： 430,381社

3次 3次： 164,091社

4次 4次： 25,225社

5次 5次： 2,365社

合計： 800,246社

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 約70％の工事現場が１次～３次下請で完結している。
② 約97％の企業が１次～３次下請として工事に参加している。

全現場（n=10,449）

全企業（n=800,246）

■１次
■２次
■３次
■４次
■５次

下請企業の下請次数の分布
（全現場の全下請企業合計）

工事現場の
最大下請次数の分布

元請A

現場A

元請B

現場B

元請C

現場C
データの整理方法

①約70%

②約97%

36

１次 ２次 ３次

３次２次１次 ４次 ５次

４次 ５次

・・・

現場数をカウント

合
計

企業数を
カウント

工事現場の
最大下請次数の分布

1次： 562現場

2次： 2,670現場

3次： 4,047現場

4次： 2,520現場

5次： 650現場

合計： 10,449現場

注）数値等は重層下請構造実態調査の調査中段階のものであり、今後変動する可能性がある。



重層構造等の生産システム⑭ ： 下請次数の分布（建設業許可業種別）
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 建築工事業は１次下請の割合が約62％と比較的多い。
② 軽微な工事で許可を要しない建設業は、他の許可建設業と比べて、１次下請の割合が約2％と極端に
低いが、３次～５次下請の割合は同程度。

許可業種（※） 企業数

建築工事業（建築一式工事） 23,506

屋根工事業 4,949

タイル・れんが・ブロック工事業 11,795

板金工事業 14,617

鋼構造物工事業 34,370

さく井工事業 751

石工事業 3,881

水道施設工事業 826

造園工事業 3,179

左官工事業 12,474

塗装工事業 15,132

建具工事業 34,689

しゅんせつ工事業 147

内装仕上工事業 63,690

防水工事業 23,623

機械器具設置工事業 16,521

大工工事業 19,809

土木工事業（土木一式工事） 15,267

ガラス工事業 11,470

舗装工事業 5,999

とび・土工工事業（とび・土工・コンクリート工事） 143,154

鉄筋工事業 20,960

清掃施設工事業 16

管工事業 47,433

熱絶縁工事業 14,002

電気工事業 40,838

消防施設工事業 8,649

電気通信工事業 6,259

不要（軽微な建設工事等のため） 256,211

※施工に必要な建設業許可が複数となった場合は２業種まで登録可能であるため、一部重複がある。

■１次
■２次
■３次
■４次
■５次

①

②

約62%

約2% 同程度

注）数値等は重層下請構造実態調査の調査中段階のものであり、今後変動する可能性がある。

下
請
企
業
の
下
請
次
数
の
分
布
（全
現
場
の
全
下
請
企
業
合
計
）



重層構造等の生産システム⑮ ： 下請次数の分布（建設業許可業種分類別）
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
許可業種分類（※） 企業数

建築工事業 23,506

職別工事業（仕上関係） 196,320

土木工事業 25,418

職別工事業（躯体関係） 218,293

設備工事業 134,453

不要（軽微な建設工事等のため） 256,211

① 建築工事業は他の業種分類よりも１次下請の割合が多い。
② 設備工事業は他の業種分類よりも３次～５次下請の割合が多い。

（建築）

左官、石、屋根、タイル・れんが・
ブロック、板金、ガラス、塗装、
防水、内装仕上、建具

土木、舗装、しゅんせつ、造園、
水道施設

大工、とび・土工、鋼構造物、鉄筋

電気、管、機械器具設置、熱絶縁、
電気通信、さく井、消防施設

■１次
■２次
■３次
■４次
■５次

下
請
企
業
の
下
請
次
数
の
分
布
（全
現
場
の
全
下
請
企
業
合
計
）

①

②

※分類方法：建設業構造実態調査の分類方法を踏まえ、「土木工事業」、「建築工事業」、「職別工事業」（躯体関係）、「職別工事業」（仕上関係）、
「設備工事業」に分類した。

注）数値等は重層下請構造実態調査の調査中段階のものであり、今後変動する可能性がある。



重層構造等の生産システム⑯ ： 下請次数の分布（工期日数別）
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

工
事
現
場
の

最
大
下
請
次
数
の
分
布

下
請
企
業
の
下
請
次
数
の
分
布

（
全
現
場
の
全
下
請
企
業
合
計
）

工期日数（※） 企業数

6か月以内 51,078

1年以内 94,181

2年以内 244,097

3年以内 190,255

4年以内 100,854

4年より長い 119,781

① 工期日数が長くなると次数の大きい現場数も多くなるが、一定の工期日数以上になるとその関係は
見られなくなる。

② 工期日数が長くなっても、１次や２次で完結する工事が存在する。

工期日数（※） 現場数

6か月以内 3,168

1年以内 2,414

2年以内 2,746

3年以内 1,177

4年以内 439

4年より長い 505

■１次
■２次
■３次
■４次
■５次

※工期日数：元請工事の日数であり、個々の下請工事の日数ではない。

①

②

① ①

注）数値等は重層下請構造実態調査の調査中段階のものであり、今後変動する可能性がある。



重層構造等の生産システム⑰ ： 下請次数の分布（作業員数別）

40

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 作業員数が、200人を超える現場では１次下請で完結する工事はほぼ無く、また、1000人を超える
現場では２次下請までで完結する工事はほぼ無い。

② 作業員数が、4000人を超える現場では60%以上の現場で最大下請次数は５次以上となる。

作業員数（※） 企業数

200人以下 77,345

500人以下 106,232

1000人以下 134,747

2000人以下 193,957

3000人以下 103,561

4000人以下 53,090

5000人以下 34,608

10000人以下 63,651

10000人より多い 33,055

作業員数（※） 現場数

200人以下 5,330

500人以下 2,152

1000人以下 1,331

2000人以下 1,010

3000人以下 330

4000人以下 124

5000人以下 64

10000人以下 86

10000人より多い 22

①
■■無し

②

※作業員数：作業員名簿に記載された人数の合計であり、一日あたりの従事作業員数や工事中の延べ作業員数ではない。

60%

■１次
■２次
■３次
■４次
■５次

工
事
現
場
の

最
大
下
請
次
数
の
分
布

下
請
企
業
の
下
請
次
数
の
分
布

（
全
現
場
の
全
下
請
企
業
合
計
）

注）数値等は重層下請構造実態調査の調査中段階のものであり、今後変動する可能性がある。



重層構造等の生産システム⑱ ： 下請次数の分布（現場住所別）
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都道府県 現場数

北海道 194

青森県 28

岩手県 25

宮城県 129

秋田県 17

山形県 24

福島県 61

茨城県 169

栃木県 64

群馬県 66

埼玉県 403

千葉県 321

東京都 1,652

神奈川県 474

新潟県 93

富山県 49

石川県 78

福井県 42

山梨県 36

長野県 59

岐阜県 54

静岡県 153

愛知県 504

① １次で完結する現場数の割合が比較的多いのは、「和歌山県（45%）」、「奈良県（44%）」。
② ４次以上の下請企業が存在する現場の割合が多いのは、「兵庫県（44%）」、「富山県（43%）」、
「東京都（42%）」、「群馬県（42%）」、「大阪府（41%）」、「埼玉県（41%）」。

都道府県 現場数

三重県 95

滋賀県 56

京都府 184

大阪府 439

兵庫県 223

奈良県 39

和歌山県 22

鳥取県 6

島根県 13

岡山県 55

広島県 86

山口県 67

徳島県 17

香川県 48

愛媛県 45

高知県 14

福岡県 218

佐賀県 17

長崎県 68

熊本県 80

大分県 47

宮崎県 20

鹿児島県 27

沖縄県 21

0% 20% 40% 60% 80% 100% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

工
事
現
場
の

最
大
下
請
次
数
の
分
布

注）数値等は重層下請構造実態調査の調査中段階のものであり、今後変動する可能性がある。

①

②

①

②

②

②

②
②

■１次
■２次
■３次
■４次
■５次



7,884 8,251 8,590 8,717 8,622 8,409 8,103 
7,682 

7,341 7,085 
6,773 

6,343 
5,787 

5,353 5,001 4,706 4,418 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

担い手の状況① ： 我が国の労働力人口の将来推計

出所：2010年まで総務省「国勢調査」、2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口
（平成24年１月推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果

○ 我が国の生産年齢人口（15-64歳人口）は、2060年には4,418万人まで大幅に減少する見通し。

14歳以下
人口

65歳以上
人口

生産年齢人口
（15-64歳）

（年）

（万人）
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担い手の状況②：主な産業の新規求人数（平成21年～平成26年）

0

25

50

75

100

125

150

175

200

225

21年 22年 23年 24年 25年 26年

出所：厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」
※パートタイム含む

(万人)
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平成

医療・福祉

サービス業

卸売業、小売業

製造業

宿泊業、サービス業

建設業
運輸業、郵便業

生活関連サービス業、
娯楽業

情報通信業

農、林、漁業



担い手の状況③ ： 建設業における高齢者の大量離職の見通し

平成２２年の
建設技能労働者等の人口ピラミッド

１０年後の建設技能労働者等の
人口ピラミッド（想定）

出所：総務省「国勢調査（2010年）」
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15～19歳
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25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

男

女

0

0

3

12

21

31

39

31

26

29

38

0

0 

0 

0 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

50 40 30 20 10 0 10

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

男

女

これだけの技能労働者を、
若年入職で補填しなくてはならない。

これだけの技能労働者を、
若年入職で補填しなくてはならない。

（万人） （万人）

○ 現在、６０歳以上の建設技能労働者等は５２万人存在し、全体の約１８％に上る。

○ 今後も引退による労働者数の減少は続き、１０年後には、大半が引退することになる。

○ 他の年齢層においても年齢の上昇が見込まれる。→ 若年入職者の確保が課題。
※ なお、一定の能力を備えた技能労働者等を育成するためには、職種にはよるものの、概ね１０年程度の時間が
かかると言われている。
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担い手の状況④ ： 建設業における入職・離職状況
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建設業新規学卒者の入職数

新規学卒者の入職数（建設業／全体）

就業者数（建設業／全産業）

0%

10%

20%

30%

40%

50%
離職率の推移（建設業）

３年目までの離職率 ２年目までの離職率 １年目までの離職率

0%

10%

20%

30%

40%

50%
離職率の推移（全産業）

３年目までの離職率 ２年目までの離職率 １年目までの離職率

新規学卒者の建設業への入職状況

出所：文部科学省「学校基本調査」及び総務省「労働力調査」

(千人)

出所：厚生労働省「新規学卒者の事業所規模別・産業別離職状況」
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担い手の状況⑤ ： 若手の技能労働者が入職･定着しない原因

若手の技能労働者が入職しない原因 若手の技能労働者が離職する原因

収入の低さ

仕事のきつさ

休日の少なさ

作業環境の厳しさ

職業イメージの悪さ

社会保険等福利の未整備

仕事量減少への不安

仕事内容の単調さ

家族や知人の反対

収入の低さ

仕事のきつさ

休日の少なさ

作業環境の厳しさ

職業イメージの悪さ

社会保険等福利の未整備

仕事量減少への不安

仕事内容の単調さ

若手減少による意欲低下

０ 20 40 60 80 ０ 20 40 60 80

（％） （％）

出所:建設産業専門団体連合会「建設技能労働力の確保に関する調査報告書」
（平成19年3月）

※アンケートは上位３項目まで回答
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【機密性２】

女性活躍支援に向けた取組の有無 女性活躍を推進する上での問題や課題

取組を行っ

ている, 
(29.6%)

現在、取組を行っ

ていないが、今後

行う予定である, 
(34.7%)

現在、取組を行っ

ていないし、当面

は行う予定もない, 
(35.7%)

出産後に復職した女性の割合

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

体力が必要な工程が多く、女性の担当業務が限られる

女性は育成しても離職率が高いイメージがある

女性は時間外労働等させにくいイメージがある

託児所がない

女性のための職場環境整備にはコストがかかる

男性社員、管理職、経営者の理解が不足

現場の男性の理解が不足

取引先等からの理解が得られない

家庭との両立をフォローアップするための人員の余裕がない

休業中の代替要員確保が困難

対象外の人が負担感を感じる

人事管理が複雑になる

セクハラ対応が困難というイメージがある

問題・課題を考えたことがない

その他

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

家庭との両立を配慮した労働時間の見直し

女性に適したハード環境整備の導入

家庭との両立を配慮した休暇取得制度の整備

制度利用へ向けた仕事手順等の共有

託児環境への支援

離職後に復職しやすい環境づくり

女性向け研修

経営者や男性上司向けの研修

家庭との両立を配慮した朝礼時間等の柔軟化

将来が描けるロールモデルづくり

妊娠・育児中の悩み相談の仕組み

育休後の昇進等人事制度の整備

その他

女性活躍を支援するために効果的だと思う取組

出所:国土交通省「建設業における女性の活躍推進に関する取組実態調査」（平成27年12月）

65.4%
54.5%

77.7%

0.0%
10.0%
20.0%
30.0%
40.0%
50.0%
60.0%
70.0%
80.0%
90.0%

100.0%

技術者 技能者 全産業

技術者 技能者 全産業

※ 全産業平均：平成24年雇用均等基本調査（厚生労働省）を基に国土交通省で計算

出産後、復職した女性の割合は、全産業平均を10～20%程度下回る状況

いまだ女性活躍推進への取組を行う予定のない企業が３割以上

担い手の状況⑥ ： 女性活躍推進における現状と課題
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91.5%

90.6%

89.4%89.6%
90.1%

89.6%
89.3%

88.6%88.4%
88.8%

87.8%88.0%
88.6%

89.0%

3.8%
4.4%

5.6%5.6%
5.4%5.8%5.9%

6.4%
6.1%

6.1%

6.3%6.3%5.7%5.5%

4.7%5.0%5.0%4.7%4.5%4.7%4.8%5.1%5.5%5.1%
5.8%5.6%5.7%5.5%

20142013201220102009200820072006200520042003200220012000

担い手の状況⑦ ： 建設業雇用者の就労形態の推移

出所：総務省「労働力調査」

日雇

臨時雇

常雇
（役員除く）

90%

100%

0%

（年度）
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担い手の状況⑧ ： 年間賃金総支給額（賃金構造基本統計調査より試算）

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

職別工事業

男性生産労働者

製造業

男性生産労働者

年間賃金総支給額

産業別水準（平成26年）[千円]

参考：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
※「年間賃金総支給額産業別水準」、「年間賃金総支給額産業別伸率」 ： いずれも賃金構造基本統計調査より試算
※年間賃金総支給額 ： きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額
※職別工事業 ： 大工・型枠・とび・鉄筋・左官・板金・塗装等

○ 厚生労働省の平成26年賃金構造基本統計調査に基づいて試算した職別工事業の男性生産
労働者の年間賃金総支給額の水準は製造業より12％の低い水準。

408万円

462万円
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担い手の状況⑨：年齢階層別の賃金水準の推移

出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
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平成26年

職別工事業 製造業

2,000

2,500

3,000

3,500
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4,500

5,000

平成23年

職別工事業 製造業

○ 年齢階層を問わず全体として賃金水準は増加しているが、賃金カーブのピーク時期は、依然と
して製造業よりも早く到来する傾向

H23 　～19歳 ～24歳 ～29歳 ～34歳 ～39歳 ～44歳 ～49歳 ～54歳 ～59歳 ～64歳 ～69歳

職別工事業 2,175 2,492 2,940 3,479 3,616 3,763 3,698 3,570 3,462 3,409 3,017

製造業 2,247 2,810 3,174 3,570 4,115 4,476 4,828 4,793 4,862 3,178 2,832

H26 　～19歳 ～24歳 ～29歳 ～34歳 ～39歳 ～44歳 ～49歳 ～54歳 ～59歳 ～64歳 ～69歳

職別工事業 2,258 2,894 3,308 3,711 3,878 4,359 4,186 4,250 4,055 3,547 3,004

製造業 2,223 2,847 3,220 3,668 4,051 4,501 4,775 5,028 4,919 3,191 2,805

（千円）（千円）
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常雇の現場労働者の給与支払形態の推移

月払い一定額 日給月給 月払いその他 日払い（週払い）

担い手の状況⑩ ： 技能労働者の給与支払形態

出所：国土交通省「建設業構造実態調査」51



担い手の状況⑪ ： 社会保険加入状況の推移

52

○ 公共事業労務費調査（平成23年10月調査、平成24年10月調査、平成25年10月調査、平成26年10月調査）
における三保険加入状況をみると、全体的には加入割合は上昇傾向にあるが、他の地方と比較して関東、
元請企業と比較して高次の下請企業の加入割合が低い傾向。
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建設業法（昭和２４年法律第１００号）
〇 建設工事の請負契約の原則として、建設工事の請負契約の当事者は、各々の対等な立場に

おける合意に基いて公正な契約を締結し、信義に従つて誠実にこれを履行しなければなら
ない旨を規定（第18条）。

〇 建設工事の請負契約の内容として記載すべき事項（例：工事内容、請負代金額、工期、設
計変更等があった場合における工期や請負代金額の変更等の額の算定方法に関する定めな
ど）を規定（第19条第１項）。

〇 注文者が、自己の取引上の地位を不当に利用し、その注文した建設工事を施工するために
通常必要と認められる原価に満たない金額を請負代金の額とする請負契約を締結してはな
らない旨を規定（第19条の３）。

民間工事標準請負契約約款（甲）（平成２２年７月２６日中央建設業審議会決定）
〇 発注者は、必要があると認めるときは、工事の追加・変更ができるとともに、受注者に工

期の変更を求めることができる（第31条第１項・２項）。
〇 受注者は、発注者に対して、工事内容の変更及び当該変更に伴う請負代金の増減額を提案

することができる（第31条第３項）。
〇 受注者は、工事の追加・変更等の正当な理由があるときは、発注者に対して、その理由を

明示して、必要と認められる工期の延長を請求することができる（第31条第５項）。
〇 発注者又は受注者は、工事の追加又は変更があったときや工期の変更があったとき等の場

合は、相手方に対して、その理由を明示して必要と認められる請負代金額の変更を求める
ことができる（第32条第１項）。

〇 請負代金額を変更するときは、原則として、工事の減少部分については監理者の確認を受
けた請負代金内訳書の単価により、増加部分については時価による（第32条第２項）。

発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン（平成２３年８月 建設業課）
〇 追加工事等の着工前に書面による契約変更を行うことが必要。
〇 追加工事等に要する費用を受注者に一方的に負担させることは、不当に低い請負代金の禁

止に違反するおそれ。
〇 工期変更についても書面による契約変更が必要。
〇 工期の変更に伴う費用を受注者に一方的に負担させることは、不当に低い請負代金の禁止

に違反するおそれ。
〇 不当に低い請負代金の禁止（建設業法第19条の３ ）は変更契約にも適用。

※この他、民間（旧四会）連合協定工事請負契約約款などにおいても、民間工事における工期や設計変更等に関する規定がある。

発注者

元請

建
設
業
法

下請

受発注者ガイドライン

元下ガイドライン

民間工事標準請負契約約款

建設工事標準下請契約約款

工事請負契約と諸制度の適用関係

民間工事の契約等の実態① ：
民間工事請負契約における工期や設計変更等に関する諸制度

53



３.基礎工法、杭工法の選定
• 形状、構造物荷重
• 地盤条件による選定
• 作業敷地とその立地による選定
• 工費と工期による選定

５.杭の施工
• 施工計画、仮設・準備工事、杭施工

１.条件整理
• 構造物の場所、規模、重要度の調査
• 既往資料の調査・分析

４.杭の設計
• 構造物の規模・用途・地盤・敷地

環境・施工法を考慮した設計
• 安全性と経済性を考慮した設計
• 諸規定を遵守した設計

構造物基礎

直接基礎

ケーソン基礎

くい基礎

鋼管矢板基礎

特殊基礎

打込み工法

埋め込み工法

回転杭工法

ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ工法

ｱｰｽﾄﾞﾘﾙ工法

･

･

･

･
･

･

既製ぐい

場所打ちぐい

･
･

･

①.設計仕様書の把握
• 支持力
• 工法
• 杭形状及び配置 等

②.現場の調査
• 隣接構造物
• 機械・資材の搬入・出路 等

③.施工計画の作成
• 工程
• 使用機械
• 仮設計画 等

④.仮設・準備
• 整地及び仮囲い
• 杭心測量及び位置表示
• 電力・給水設備 等

⑥.施工
• 杭搬入
• 杭打ち込み 等

⑥-1.工程・品質管理
• 進捗状況把握
• 杭基準高
• 根入長
• 偏心量 等

⑥-2.安全管理
• 安全衛生管理体制
• 安全点検 等

⑥-3.環境保全対策
• 騒音対策
• 振動対策 等

建築工事に係る地盤調査から基礎工事までの大まかな流れは以下のとおり。

⑤.試験杭
• 試験杭位置確認
• 機械据付、打ち込み
• 管理値設定 等２.地盤調査等

• 基礎の設計・施工時に必要な検討項
目の調査

• 設計に必要な土質定数の条件の調査
• 土壌環境の条件の調査

・支持層は平坦？
・液状化は？
・過去の地歴は？

民間工事の契約等の実態② ： 基礎工事の流れ
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（参考）施工の段階では国土交通省の公共工事標準仕様書に準じて管理が行われていることが多い。（関係団体の聴き取り等）

① 地盤調査内容について
・一般的に、地盤調査内容（ボーリングの地点や本数等）は、発注者の依頼を受けて設計者が決定する場合が多いと考えられる。
・調査内容の決定に際しては、主に『建築基礎設計のための地盤調査計画指針』（日本建築学会）が用いられているが、これを踏まえ、敷

地面積や既往の地盤情報、支持層の不陸等、予定建築物の形状等を総合的に勘案して決定している。

② 設計者と元請の間における地盤調査結果の共有について
・調査結果の内容については、関係者間で必要な情報共有はなされていると考えている。
・設計施工が分離の場合と一体の場合とで、情報伝達の方法に違いが生じる場合がある。

③ 追加の調査が必要となる場合の対応について
・施工側が必要と判断する場合は必ず調査を申し入れることとしている。
・設計施工一体の場合、施工部門と設計部門が協議して追加調査の必要性を判断することが多い。

〇民間の建築工事の場合、事前の地盤調査は以下のように行われている（関係団体の聴き取り等）

【公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（官庁営繕部編）】
＜４章 地業工事（既製コンクリート杭地業等）＞
①施工一般について
〇次のいずれかに該当する場合等は、監督職員と協議することとされている。

(1)予定の深さまで到達することが困難な場合
(2)予定の掘削深度になっても、支持地盤が確認できなかった場合
(3)予定の支持地盤への所定の根入れ深さを確認できなかった場合
(4)所定の長さを打ち込んでも、設計支持力が確認できなかった場合

【建築基礎設計のための地盤調査計画指針（日本建築学会編）】

＜設計のための地盤調査の規模＞
①調査本数について
〇 ボーリング調査本数の検討の目安として、地層が変化していると想定され

る場合は1本/100㎡、地層構成が推定できない場合は1本/300㎡、地層構成
に変化がない場合は1本/500㎡が示されている。ただし、建築面積が小さい
場合でも、２本以上とすることを原則とし、建物形状を考慮し、建物範囲が
効果的に含まれるよう、端部及び建物内部に配置することが望ましい。

②調査位置について
〇 建物範囲が効果的に含まれる配置で行うが、地形的要因や事前調査結果な

ども考慮して判断することとされている。

③調査深さについて
〇 一般的に、基礎形式に直接基礎を想定する場合は、支持層として想定される地層

が確認できる深さまで、杭基礎を想定する場合は、支持層として想定される地層
が5～10m以上確認できる深さまでとされている。また、基礎形式に関わらず、
支持層以深に沈下が懸念される層の存在が想定される場合、そのような層の有無
が確認できる深さまで調査することとされている。

＜施工性確認のための地盤調査の規模＞
〇 施工のための地盤調査を追加で実施するのではなく、初期段階から施工計画にも

配慮した地盤調査計画とし、調査規模を決定することが望ましいとされている。

②試験一般について
〇 工事の適切な時期に、設計図書に定められた杭又は支持地盤の位置及び種類

について、原則として監督職員の立会いを受けて試験を行い、支持力又は支持
地盤の確認を行うとともに、その後の施工の指示を受けることとされている。

〇 試験杭の位置、本数及び寸法等は、設計図書によることとされている。

民間工事の契約等の実態③ ： 民間建築工事における事前調査について
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＜地盤関連＞
杭を打設したが、想定深度で支持地盤に到達し
なかったため、再設計と既製杭の再注文が必要
となった。

地下水位が想定よりも浅く、水圧が高いため、鋼
矢板の打設長が変わり、使用するクレーンも変更
となった。

軟弱地盤の沈下が想定した期間で収まらなかっ
たため、次工程の着手が遅れた。

＜設計、資材関連＞
設計図書に示された管路が所定の空
間に入らなかったため、ルート変更が
生じた

意匠設計と構造設計の調整が不十分
で、修正設計の必要が生じた。

使用予定の資材が必要な時期に必
要な数量搬入されなかったため、工
期が遅れた。

＜地中埋設物関連＞
既存地下埋設物の位置が想定と異なって
いたため、設置予定の構造物と干渉する
ことが判明し、再設計を余儀なくされた。

地中から産業廃棄物が発見され、廃掃法
に則った処理が必要となった。

＜近隣、事故等＞
近隣住民から振動や騒音に対するクレームがあ
り、作業時間を短縮せざるを得なくなった。

作業員が怪我をしたため、関係機関への報告や
再発防止策の徹底により工事が一時中断した。

掘削残土搬出先の受入条件が変わったため、運
搬距離や時期が変更となった。

工事着手後に発生する可能性のある施工上のリスクに円滑に対応するためには、
○予め関係当事者間で情報共有、協議し、各々の役割、責任の分担や協議ルールを明確化しておくことが必要
○合意された責任分担については、契約書等に位置づけることで紛争の発生を防止する効果が期待

建設工事は着手後に様々なリスクが発現し、工期や費用が変動するおそれがある。

民間工事の契約等の実態④ ： 工事着手後に発生する様々な施工上のリスク
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＜設計変更が必要と考えられる場合の例＞

・設計図書の表示が不明確であったり、不整合がある場合

例） 図面の記載内容が不十分であったり、不確定部分がある場合
建築、電気設備、機械設備の各分野の設計内容が互いに整合せず、そのままでは施工できない場合

・設計図書に示された施工条件と実際の工事現場が一致しない場合

例） 設計図書に明示された想定支持地盤と実際の工事現場が大きく異なることが判明した場合
設計図書に示されていないアスベスト含有建材が発見され、調査及び撤去が必要となった場合

・予期することの出来ない特別な支障が施工中に生じた場合

例） 施工中に地中障害物を発見し、当初の設計に支障が生じる場合

＜設計変更までは要さないと考えられる場合の例＞

・設計図書に定めのない事項で、発注者との協議や指示等がない中、受注者の独自の判断で施工を実施した場合※

例） 設計図書に品質が定められていない製品を、受注者の都合で独自に選定して使用

・工事手法（仮設・施工方法）について、特記仕様書に特別の定めがないものを受注者が変更した場合
例） 地下埋設物の設置に当たり、発注者は土留めを用いない掘削を見込んでいたが、

受注者は土留めとして矢板を設置して掘削を実施（発注者の想定が合理的ではないことが判明した場合等を除く。）

工事着手後に設計変更が必要となる場合や、変更の要否について判断が必要な場合の協議の進め方
や判断事例が明確になっていない。

発注者と受注者がともに設計変更が必要なケースや協議の進め方等について十分理解しておくことにより、円滑な工
事の施工が期待

※受注者の独自の判断で施工することを
認めるものではない。

民間工事の契約等の実態⑤ ： 工事着手後の円滑な設計変更等について
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民間工事における契約等の実態⑥ ： 建設工事紛争審査会の概要（１）

○建設工事の請負契約に関する紛争を簡易・迅速に解決するためのＡＤＲ機関（裁判外紛争処理機関）。
○建設業法に基づき、国土交通省（中央審査会）及び各都道府県に設置。
○昭和３１年設立。
○中央審査会においては毎年度５０件程度、各都道府県審査会においては毎年度合計１００件程度を処理。

建設工事の請負契約
をめぐる紛争

互選

当事者から申請

あっせん・調 停
・当事者の歩み寄りによる解決（和解）を目指す

・証拠収集のための現地調査・証人尋問は行わ
ない（審理を円滑に進めるために当事者合意
の上で現地調査を実施することはある）

仲 裁
・裁判に代わる手続で一審制
・仲裁判断は裁判所の判決と同様の効力

・必要に応じ、現地調査・証人尋問を実施（費用
は当事者負担）

会 長

（例）・自宅の新築工事に欠陥があり、雨漏りがする（個人施主→請負業者）
・元請業者が下請業者に工事代金を支払ってくれない（下請→元請）

指名

（大臣許可業者等の場合、中央審査会）

（委員等は、法律、建築、土木、
設備、電気、行政の専門家。国
土交通大臣が任命。）

審査会会議
（委員15名）

委員（15名）・特別委員（160名）から
事件毎に担当委員を指名

あっせん委員（１名/事件）

調停委員 （３名/事件）

仲裁委員 （３名/事件）

会長・会長代理の互選など
審査会の運営につき審議・議決

（例）・議事細則等の決定
・手続短縮方策の検討 等

※手続は原則非公開

※申請手数料は請求事項の金額に応じて算定
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民間工事の契約等の実態⑦ ： 建設工事紛争審査会の概要（２）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

工事瑕疵 14 11 16 10 13 26 21 16 10 9 15 14 10 22 23 10 13 5 9 9 18 8 9 12 14 11

工事遅延 0 2 8 0 2 0 3 2 2 1 2 0 0 0 0 0 0 2 0 0 1 1 0 0 0 0

工事代金の争い 14 14 20 5 7 9 11 15 10 13 11 9 12 7 2 7 8 9 6 9 8 5 10 8 11 15

契約解除 11 5 6 8 10 5 10 10 4 9 2 6 8 6 5 8 4 13 6 6 10 4 2 5 7 2

下請代金の争い 5 5 4 6 7 4 11 13 12 22 15 10 27 32 47 25 29 29 34 18 30 20 15 20 18 11

その他 4 2 0 2 1 0 0 0 0 1 0 0 0 2 2 0 1 3 5 4 1 2 5 5 3 1
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件数

年度

紛争類型別の申請件数の推移

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

建築工事 40 38 51 30 35 40 46 46 30 39 35 31 30 36 33 25 21 32 29 26 35 23 26 30 31 33

土木工事 2 0 2 0 2 3 6 4 4 2 6 4 12 5 16 7 15 11 18 13 25 12 10 11 7 2

設備工事 5 3 4 2 5 6 4

電気工事 2 5 1 2 2 9 1

その他 6 1 1 1 3 1 4 6 4 14 4 4 15 28 30 18 19 18 13 0 0 0 1 2 0 0

0
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50

60

70

80

90

件数

年度

工事種類別の申請件数の推移
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公共工事の入札制度等の現状① ：
品確法と建設業法・入契法の一体的改正（担い手３法の改正）について

インフラ等の品質確保とその担い手確保を実現するため、公共工事の基本となる「品確法
※１

」を中心に、密接に関連する「入契法
※２

」、
「建設業法」も一体として改正。（全会一致で可決・成立。H26.6.4公布） ※１：公共工事の品質確保の促進に関する法律、※２：公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律

建設業法の改正(H27.4.1施行)
(担い手育成・確保の責務はH26.6.4から、解体工事業は公布から2年以内に施行)

入契法の改正(H26.9.20一部施行、H27.4.1全面施行)

■ダンピング対策の強化
■契約の適正な履行(=公共工事の適正な施工)を確保

■建設工事の担い手の育成・確保
■適正な施工体制確保の徹底

適正化指針（H26.9.30閣議決定）

品確法の基本理念を実現するため必要となる基本的・具体的措置を規定

■基本理念の追加：将来にわたる公共工事の品質確保とその担い手の中長期的な育成・確保、ダンピング防止 等

■発注者の責務（基本理念に配慮して発注関係事務を実施）を明確化
■事業の特性等に応じて選択できる多様な入札契約方式の導入・活用を位置づけ、行き過ぎた価格競争を是正

品確法の改正 (H26.6.4施行)品確法の改正 (H26.6.4施行)

基本方針(H26.9.30閣議決定)

運用指針(H27.1.30関係省庁申合せ)

＜目的＞ 公共工事の品質確保の促進

＜目的＞ 公共工事の入札契約の適正化 ＜目的＞ 建設工事の適正な施工確保と建設業の健全な発達

基本理念を実現するため

○公共工事の品質確保とその担い手の確保のために講ずべき施策を広く規定
○国、地方公共団体等は、基本方針に従って措置を講ずる努力義務

○発注者が、自らの発注体制や地域の実情等に応じて、発注関係事務を適切かつ
効率的に運用するための共通の指針

【通知 H26.10.22】

【要請通知 H26.10.22】
○ダンピング対策の強化、歩切りの根絶、適切な設計変更の実施等について明記
○発注者は、適正化指針に従って措置を講ずる努力義務

建設業法施行令の一部改正（H26.9.19公布、H27.4.1施行）
○技術検定の不正受検者に対する措置の強化 等

建設業法施行規則の一部改正（H26.10.31公布、H27.4.1施行）
○経営事項審査で若手技術者等の確保状況や機械保有の状況等を評価 等
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公共工事の入札等の現状② ：

「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」 の主なポイント

運用指針とは：品確法第22条に基づき、地方公共団体、学識経験者、民間事業者等の意見を聴いて、国が作成

各発注者が発注関係事務を適切かつ効率的に運用できるよう、発注者共通の指針として、体系的にとりまとめ
国は、本指針に基づき発注関係事務が適切に実施されているかについて定期的に調査を行い、その結果をとりまとめ、公表

予定価格の設定に当たっては、適正な利潤を確保することがで

きるよう、市場における労務及び資材等の取引価格、施工の実態

等を的確に反映した積算を行う。積算に当たっては、適正な工期

を前提とし、最新の積算基準を適用する。

ダンピング受注を防止するため、低入札価格調査制度又は最低

制限価格制度の適切な活用を徹底する。予定価格は、原則として事

後公表とする。

歩切りは、公共工事の品質確保の促進に関する法律第７条第１項

第１号の規定に違反すること等から、これを行わない。

入札に付しても入札者又は落札者がなかった場合等、標準積算と現

場の施工実態の乖離が想定される場合は、見積りを活用すること

により予定価格を適切に見直す。

債務負担行為の積極的な活用や年度当初からの予算執行の徹底な

ど予算執行上の工夫や、余裕期間の設定といった契約上の工夫等

を行うとともに、週休２日の確保等による不稼働日等を踏まえた

適切な工期を設定の上、発注・施工時期等の平準化を図る。

必要に応じて完成後の一定期間を経過した後において施工状況の確

認及び評価を実施する。

各発注者は受注者からの協議等について、速やかかつ適切な回答

に努める。設計変更の手続の迅速化等を目的として、発注者と受

注者双方の関係者が一堂に会し、設計変更の妥当性の審議及び工

事の中止等の協議・審議等を行う会議を、必要に応じて開催する。

地域発注者協議会等を通じて、各発注者の発注関係事務の実施

状況等を把握するとともに、各発注者は必要な連携や調整を行

い、支援を必要とする市町村等の発注者は、地域発注者協議会等

を通じて、国や都道府県の支援を求める。

必ず実施すべき事項 実施に努める事項

施工条件と実際の工事現場の状態が一致しない等の場合、適切

に設計図書の変更及びこれに伴って必要となる請負代金の額や工

期の適切な変更を行う。

① 予定価格の適正な設定

② 歩切りの根絶

③ 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定・活用の徹底等

④ 適切な設計変更

⑦ 発注や施工時期の平準化

⑧ 見積りの活用

⑩ 完成後一定期間を経過した後における施工状況の確認・評価

⑨ 受注者との情報共有、協議の迅速化

各発注者は、工事の性格や地域の実情等に応じて、多様な入札契約

方式の中から適切な入札契約方式を選択し、又は組み合わせて適用

する。

⑥ 工事の性格等に応じた入札契約方式の選択・活用

⑤ 発注者間の連携体制の構築
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平成２７年７月１日時点で「慣例、自治体財政の健全化等のため、設計書金額から減
額して予定価格を決定している場合がある」と回答した団体（１００団体）のうち、「見直
しに向けて対応を検討」（３４団体）または「その他」（１６団体）のいずれかを回答した団
体（計５０団体）に個別理由等を聴取した結果（平成２７年１１月１日時点の状況）は以
下のとおり。
① ３２団体が平成２７年度内に「歩切り」を廃止

（うち、１６団体が平成２７年１１月までに歩切りを廃止済み）
② ８団体が見直しに向けて対応を検討中
③ ７団体が端数程度を減額する方法に変更
④ ３団体が見直しを行う予定なし

④の団体等については、国と都道府県が連携して直接働きかけを
実施するなどにより、改善を促進。

（※）「従前は数％程度を減額していたが、端数程度に変更」や「ランダム係数（99.900～100.000％）を乗じる制度に変更」 等

ブロック ① ② ③ ④

北海道（0） - - - -

東北（12） 10［6］ 1 1 0

関東（13） 7［4］ 2 2 2

北陸（3） 2［1］ 1 0 0

中部（6） 3［1］ 2 0 1

近畿（3） 1［1］ 1 1 0

中国（0） - - - -

四国（3） 0 1 2 0

九州（6） 5［2］ 0 1 0

沖縄（4） 4［1］ 0 0 0

全国（50） 32［16］ 8 7 3

＜ブロック別の聴取結果＞

（注）ブロック列の括弧内は聴取対象団体数
①列の括弧内は11月までに歩切りを廃止済みの団体数

聴取対象団体

聴取結果

見直しを
行う予定
はない

3団体

H27年度内に歩切
りを廃止：32団体

11月までに歩切りを廃
止済み：16団体

検討中

8団体

端数程度
を減額す
る方法に
変更（※）

7団体

その他

16団体

見直しに向けて
対応を検討

34団体

① ② ③ ④

＜前回実施したフォローアップ調査の結果＞

※黒点線枠内が今回個別に理由等を聴取した団体

公共工事の入札等の現状③
「歩切り」に関する地方公共団体への個別理由等の聴取結果について
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最低制限価格等の算定式の見直し

～都道府県における取組事例～
石川県・・・最低制限価格について、一部市町に関して最新の中央公契連モデル

以下または未導入が確認されたため、直接見直しを要請。その結果、平成２６年度
内に全市町が最新の中央公契連モデル以上に移行する予定。
（平成２６年１２月２４日県建設業協会と知事との懇談会にて表明）

最低制限価格制度等の導入状況 ～200団体が未導入～

最低制限価格等の公表時期 ～導入済の団体の１割前後は事前公表～

【範 囲】 予定価格の 7.0/10～9.0/10
【計算式】 ・直接工事費×0.95

・共通仮設費×0.90
・現場管理費×0.80
・一般管理費等×0.30
上記の合計額×1.05

【範 囲】 予定価格の7.0/10～9.0/10
【計算式】 ・直接工事費×0.95

・共通仮設費×0.90
・現場管理費×0.80
・一般管理費等×0.55
上記の合計額×1.08

H23.4～ H25.5.16～現在

＜いずれも未導入の自治体＞

H25.9.1時点 H26.4.1時点 H25.9.1時点 H26.4.1時点 H25.9.1時点 H26.4.1時点

43 44 20 20 471 483
91.5% 93.6% 100.0% 100.0% 27.4% 28.0%

4 3 0 0 140 132
8.5% 6.4% 0% 0% 8.1% 7.7%

0 0 0 0 904 907
0% 0% 0% 0% 52.5% 52.7%
0 0 0 0 207 200

0% 0% 0% 0% 12.0% 11.6%

最低制限価格制度

のみ導入

いずれも未導入

両制度を併用

低入札価格調査制度

のみ導入

都道府県 指定都市 市区町村

H25.9.1時点 H26.4.1時点 H25.9.1時点 H26.4.1時点

2 2 2 2
4.7% 4.5% 4.3% 4.3%

1 1 0 0
5.0% 5.0% 0.0% 0.0%
181 173 58 59

13.2% 12.4% 9.5% 9.6%
184 176 60 61

12.8% 12.1% 8.8% 8.9%

市区町村

合計

最低制限価格の事前公表 基準価格の事前公表

都道府県

指定都市

公共工事の入札等の現状④ ： 地方公共団体におけるダンピング対策
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出所：総務省「地方公共団体定員管理調査」

○ 地方公共団体における土木部門の職員数は、建設投資ピーク時（H4年度）から約26%減。

区分 平成６年度
平成２５年度
（H６年度比）

普

通

会

計

一般
行政

【うち
土木】

1,174,514

【193,143】

909,340
（▲23.6）

【139,722】
（▲28.7）

教育
1,281,001 1,037,527

（▲20.0）

警察
253,994 283,644

（11.7）

消防
145,535 158,948

（9.2）

計
2,855,044 2,389,459

（▲16.3)

公営企業
等会計

437,448 363,025
（▲17.0）

合計
3,282,492 2,752,484

（▲16.1）

部門別の職員数と増減状況

※「一般行政」･･･総務・企画、税務、農林水産、
土木、福祉関係（民政、衛生）等

※「公営企業等会計」･･･病院、水道、下水道、
交通等

（人）

※各年度の職員数はその年度の４月１日現在の職員数

（年度）

188,991 
191,193 

193,143 
193,391 

193,873 192,916 
190,574 

187,368 
184,192 

181,405 
178,436 

174,137 

169,532 
165,999 

162,544 

157,992 

153,582 

149,138 

144,920 
142,187 

140,442 139,722

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

土木部門職員数推移（H4～H25）

公共工事の入札等の現状⑤ ： 公共工事の発注者側の現状
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改正公共工事品質確保促進法（平成17年法律第18号）を踏まえ、発注者である地方公共団体における多様な入札契
約方式の導入・活用を促進するため、他の地方公共団体のモデルとなる発注者への支援を行う。
具体的には、新たな入札契約方式の導入を目指す地方公共団体に、国土交通省が専門的知見を有する支援事業者を派
遣するとともに、有識者の助言を得てその発注事務への支援を行い、支援の成果を他の地方公共団体に展開する。

＜地方公共団体の課題と対応する入札契約方式のイメージ＞

地域における社会資本の維持管理に資する方式
（複数年契約、包括発注、共同受注（地域維持型ＪＶ、事業協同組合））

防災・減災、社会資本の適切な維持管理などの重要性が増してきて
いる中、地域における社会資本の維持管理を担う企業が不足し、地
域生活の維持に支障が生じる恐れがある。

地方公共団体

有識者

支援スキーム

設計段階の技術協力実施期間中に施工の数量・仕様を確定した上で工事契約をする

設計段階から施工者が関与する方式（ＥＣＩ方式）

既存構造物の補修において、その補修の設計段階では対象構造物の
損傷状況等の詳細が把握できないために工事の仕様・数量が確定で
きず、施工段階となって工事の設計変更の対応が多くなる。

支援事業者

委託

発注
支援

発注者の能力を超える一時的な事業量の増加や発注頻度が低く技術
的難易度が高い工事への対応等により、適切な発注関係事務の実施が
困難となる。

工事監督業務等に係る発注関係事務の一部又は全部を民間に委託するＣＭ方式や、
事業促進を図るため、官民双方の技術者が有する多様な知識・豊富な経験の融合によ

り、調査及び設計段階から効率的なマネジメントを行う事業促進ＰＰＰ方式

実施年度 地方公共団体 支援対象事業

平成26年度

大仙市（秋田県） 道路維持・除雪に係る事業

宮城県 道路除雪に係る事業

相模原市（神奈川県） 公共下水道整備に係る事業

新城市（愛知県） 庁舎建設に係る事業

大阪府 建築物補修に係る事業

平成27年度

水戸市（茨城県） 体育館建設に係る事業

府中市（東京都） 庁舎建設に係る事業

清瀬市（東京都） 庁舎建設に係る事業

島田市（静岡県） 病院建設に係る事業

四日市市（三重県） 体育館建設に係る事業

支援案件

概要

支援事業者 支援事業者

国土交通省

地方公共団体 地方公共団体

発注
支援

発注
支援

委託 委託

連携・助言

全
国
へ
展
開

公共工事の入札等の現状⑥ ： 多様な入札契約方式モデル事業の概要
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平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

国 地方公共団体 民間

（単位：百万円）
公共工事 民間工事

出所：国土交通省「建設総合統計：出来高ベース（全国）」

○ 公共工事は民間工事と比べ、平準化が進んでいない。
○ また、地方公共団体発注工事は、平準化の取組みにばらつきがある。

公共工事の入札等の現状⑦ ：
国・地方公共団体・民間における施工時期等の平準化の状況
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【機密性２】

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

公共工事の毎月の発注件数の現状と、
発注時期の前倒しによる平準化のイメージ

〇 公共工事は、予算成立後に入札契約手続きを行うことが一般的であり、４－６月期は工事が減り、
年度末に工期末が集中する。
〇 発注の前倒しや債務負担行為（ゼロ国債等）の活用等により、ピーク時の工事稼働件数をシフトす
ることで施工時期等の平準化の推進に寄与。

前倒し発注

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月

公共工事の毎月の稼働件数の現状と、
債務負担行為（ゼロ国債）の活用等による平準化のイメージ

債務負担行為（ゼロ国債）の活用
等により、前年度に契約を締結し、

年度当初より事業を実施

契約締結
(ゼロ国債)

公共工事の入札等の現状⑧ ： 公共工事の施工時期等の平準化のイメージ
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○ 平成27年下期ブロック監理課長等会議において、事前に都道府県に対して平準化に関する
アンケートを行い、債務負担行為又は翌債（繰越制度）の活用状況について調査。

１．債務負担行為を活用していると回答した地方公共団体は44団体。そのうち、平準化の観点も踏まえ
て債務負担行為を活用している地方公共団体は12団体。

２．債務負担行為を活用している地方公共団体のうち、補助金・交付金事業において債務負担行為を活
用している地方公共団体は30団体。

３．翌債（繰越制度）を活用している地方公共団体は44団体。そのうち、平準化の観点も踏まえて翌債
（繰越制度）を活用している団体は６団体。

※ 国、都道府県担当部局で構成するブロック監理課長等会議において、債務負担行為の積極的な活用
等による適切な工期設定、市区町村の発注・施工時期等の平準化に向けた助言等の支援等に関した
申し合わせを行い共通認識を促進

12

36

3

１．説明可能な工事について、債務負担行為の

活用状況

平準化の観点も踏

まえ活用している。

平準化の観点を踏

まえたものではない

が活用している。

活用していない。

282
4

10

２．１．のうち、補助金・交付金事業における債

務負担行為の活用状況。

両方で活用してい

る。

交付金事業のみで

活用している。

補助金事業のみで

活用している。

活用していない。

6

38

3

４．平準化の観点も踏まえて、翌債（繰越制度）

の活用を行っていますか。

平準化の観点も踏

まえ活用している。

平準化の観点を踏

まえたものではない

が活用している。

活用していない。

（注）複数回答の都道府県あり

公共工事の入札等の現状⑨ ：
地方公共団体における債務負担行為又は翌債（繰越制度）の活用状況
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